
１ 策定の趣旨

（１）行財政改革プログラムの取組 

  ・行政には、さまざまな環境の変化の中においても、安全・安心な市民のくらしを支えるため、必要な市

民サービスを着実に提供する責務があります。 

  ・「川崎市行財政改革プログラム」（以下、「現行プログラム」といい

ます。）に基づき、「川崎市総合計画」に掲げる政策・施策を着実

に推進するため、必要な経営資源であるヒト・モノ・カネ・情報

の確保等を行い、市民満足度の高い行財政運営の推進を図ること

を目的とし、「市民ニーズと地域課題の的確な把握」、「市民サービ

スの「質的改革」の推進」、「市役所内部の「質的改革」の推進」、

「効率的・効果的な行財政運営による「持続可能な最幸のまち」

の実現」を基本理念とする行財政改革を推進しています。 

（２）引き続く行財政改革の必要性

  ・今後も、限られた財源や人材等を最大限に活用し、効率的・効果的なサービスの提供に努めていくこと

が不可欠です。 

・現行プログラムの基本理念等に基づき、引き続き、行政としての役割を確実に果たすことのできる体制

づくりや、民間部門との役割分担も踏まえた組織の最適化、ＩＣＴの活用等による市民サービスの向上、

事務事業の改善、財源確保策の強化などに取り組んでいく必要があります。 

  ・防災まちづくりや地域包括ケアシステム等の施策の更なる推進が必要となる中、市民、事業者、行政な

どの社会を構成する各主体の役割分担を踏まえた協働や連携等の取組を更に推進し、各主体が共に創り

支え合う社会づくりを一層進めていく必要があります。 

・長時間勤務の是正、女性活躍推進などの働き方・仕事の進め方改革に取り組み、総合計画の実現を支え

る活力ある市役所を構築していくことが求められています。 

  ・東京 2020 オリンピック・パラリンピックや市制 100 周年等の重要な節目なども意識し、総合計画第２

期実施計画と連携した取組を推進していくことも大切です。 

（３）行財政改革第２期プログラムの策定

  ・これらの課題に的確に対応するため、平成 30（2018）年度から平成 33（2021）年度までの４年間の具

体的な取組を示す行財政改革第２期プログラムを策定します。 

・現行プログラムの基本理念等を継承し、職員の創意工夫を活かした「質的改革」を更に進めながら、中

長期的な視点を持って、持続可能な行財政基盤のもとでの「必要な施策・事業の着実な推進」に向けた

改革に取り組みます。

２ 現状と取り組むべき課題 

（１）将来の人口減少への転換を見据えた行財政運営の必要性 

・平成 26（2014）年８月の本市将来人口推計では、平成 42（2030）年まで人口が増加するものの、年少

人口（15 歳未満）のピークは平成 27（2015）年、生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）のピークは平

成 37（2025）年と推計されており、ピーク後は減少していくと見込まれていたが、平成 29（2017）年

４月現在も、社会増を主な要因として、推計人口を超える人口増加が続いている状況 

・引き続き見込まれる人口増加などにより多様化・増大化する市民ニーズに的確に対応するとともに、将

来的な人口減少への転換を見据えた行財政運営の必要性

（２）計画的な財政運営の必要性 

・待機児童対策の継続的な推進や障害福祉サービス利用者の増加などにより、扶助費は年々増加し、平成

29（2017）年度予算額は 1,759 億円となっており、また、人件費が小・中学校等の県費負担教職員の市 

費移管により、1,502 億円と大きく増加したことで、人件費・扶助費・公債費を合わせた義務的経費は

3,994 億円となり、歳出予算に占める割合は 56.3％となっている状況 

・平成 28（2016）年３月に「今後の財政運営の基本的な考え方」を策定し、現在、これに沿った財政運

営を行っているところであるが、平成 29（2017）年度予算において、消費税率引上げの延期などの収

支変動要因が生じている状況 

・収支不足については、市民生活に影響を及ぼさないよう、減債基金からの新規借入などによる対応が想

定されるが、これはあくまでも臨時的な対応であることから、施策調整や事務事業の見直し等を行いな

がら、借入額の圧縮と可能な限り早期の返済に努めるなどの、計画的な財政運営の必要性

（３）中長期を見据えた施設の効率的な維持管理や保有量の最適化の必要性 

・公共建築物については、10 年後には、全体の７割超が築 30 年以上となり、施設の老朽化に伴う今後の

集中的な大規模修繕・更新期の到来の懸念 

・施設のあり方を再検証した上での中長期を見据えた施設の効率的な維持管理や保有量の最適化の必要性

（４）市民満足度の一層の向上の必要性 

・平成 28（2016）年度実施の市民アンケートによれば、「日々の生活に身近な行政サービスについての満

足度」において、「満足している」と「ある程度満足している」を合わせた割合は、56.4％と半数を上

回る水準となっており、平成 27（2015）年度の結果と比較して 3.4 ポイント増加 

・今後も、市民サービスの「質的改革」を推進し、市民との積極的な情報共有を通じて、地域の課題や市

民ニーズをより的確に捉え、必要なサービスの提供を行うことによる市民満足度の更なる向上の必要性

（５）行政としての果たすべき役割を踏まえた体制づくりの必要性 

・災害対策の強化や地域包括ケアシステムの構築に向けた更なる推進などの課題に対応し、安全・安心な

市民のくらしを支えるための、自助、互助、共助、公助の適切な役割分担による、行政としての果たす

べき役割を踏まえた体制づくりの必要性

（６）改革意識を持った職員の育成の必要性 

・職員一人ひとりが組織のミッションを十分に理解した上で、より一層市民の視点に立ち、コスト感覚、

スピード感を持って、自ら積極的に地域の課題解決に向けて取り組むなどの、自発的かつ日常的に改革

を実践する職員の育成の必要性

（７）働き方・仕事の進め方改革の推進の必要性 

・近年は、平均時間外勤務時間数が増加傾向にあり、ワーク・ライフ・バランスの推進を実効性の伴う取

組とするため、職員の働き方を再確認しながらの、パフォーマンスの向上や働く環境の整備、意識改革

などの取組の必要性 

・女性活躍の推進など、多様な働き方の実現に向けた働き方・仕事の進め方改革の推進の必要性 

３ 概要・策定の方向性 

（１）名称

・「川崎市行財政改革第２期プログラム」 

（２）計画期間 

・平成 30（2018）年度から平成 33（2021）年度までの４か年度 

（３）構成 
・概ね、以下の内容を記載する予定 

① 計画策定の背景（現状、課題など） 

② 計画の考え方（計画の目的、位置付け、基本理念など） 

③ 改革の取組（取組項目、取組内容など） 

④ 各局区等改革プログラム（各局区等が取り組む改革課題など） 

⑤ 今後の財政運営の基本的な考え方（財政運営の取組目標など） 

⑥ 推進体制（進行管理、取組評価など） 

川崎市行財政改革第２期プログラム策定方針（概要）

行財政改革プログラムの位置付け 
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（４）総合計画第２期実施計画・収支フレームとの連携・調整 

・総合計画第２期実施計画や「収支フレーム」との十分な連携・調整を図ることによる「施策の推進」と

「改革の推進」との一体的な検討 

（５）現行プログラムの取組評価等の反映 

・現行プログラムの各改革課題の活動実績や取組効果の評価及びそれによって明らかとなった課題の改

善に向けた取組の内容の行財政改革第２期プログラムの取組への反映 

４ 基本理念 

基本理念は、現行プログラムで掲げたものを継承するとともに、新たな課題への対応も視野に入れ、次のと

おりとします。 

（１）市民ニーズと地域課題の的確な把握 

より多くの市民の納得と共感をいただける、市民本位の行財政運営に向け、市民ニーズを的確に把握し、

地域に根差した課題解決を行います。 

・「伝わる広報」に向けた職員意識の醸成 

・ＩＣＴの活用による効果的な情報発信 

・職員が積極的に現場へ足を運ぶことによる市民との課題の共有 

・継続的な情報交換の場の設置 

（２）市民サービスの「質的改革」の推進

市民満足度の一層の向上を図るため、必要なサービスを、より質の高いものとして確実に届けます。 

・地域の多様な主体との協働・連携に向けた区役所の果たすべき役割等を踏まえた最適な提供主体の選択

・将来を見据えた課題解決への創意工夫 

・ＩＣＴの活用による利便性の向上 

・広域連携や、地方分権改革の推進 

・世代間の受益と負担を考慮した再構築 

・優先順位付けや、当初目的の薄れたものの見直し 

（３）市役所内部の「質的改革」の推進

職員と市役所組織の質の向上を図るため、職員の意識改革や組織風土の醸成等に取り組みます。 

・新たな価値の創出に向けた豊富な発想力と改革意識の醸成 

・失敗を恐れないチャレンジ精神の醸成 

・地域の多様な主体の力が一層発揮できるコーディネート力の育成 

・日常的に改善・改革を実践する風土の醸成 

・新しいことを受け入れる風土の醸成 

・働きやすい、働きがいのある環境づくり 

（４）効率的・効果的な行財政運営による「持続可能な最幸のまち」の実現

誰もが幸せを感じられる川崎がいつまでも続くよう、将来的な効果創出も見据え、効率的・効果的な行

財政運営に取り組みます。 

・安全・安心な市民のくらしを支える簡素で効率的・効果的かつ機動的な組織の整備 

・施設の効率的な維持管理や保有量の最適化 

・多様な手法による財源の確保 

５ 改革の視点 

めまぐるしく変化する社会経済環境の中においても、３Ｄ改革（「だれもが」・「どこでも」・「できることか

ら」）を実践し、日常的に改善・改革に取り組むことにより、持続可能な行財政基盤のもとでの「必要な施策・

事業の着実な推進」を図るため、次のとおり、改革の視点を位置付けます。 

なお、これに基づく取組内容については、今後の策定作業を進める中で、具体化を図ります。 

（１）「共に支える」 

・地域を構成する各主体の力がより一層発揮される社会を構築するための、さまざまな主体の多様なニー

ズを調整し、具現化していくコーディネート型の行政への移行の推進 

・市政情報を積極的に、より分かりやすく、かつ、伝わるように発信することによる多様な主体が、適切

な役割分担のもと、それぞれの強みを活かした、協働・連携によるまちづくりの推進 

・将来にわたる必要な市民サービスの着実な提供と、その質の一層の向上を主眼とした、公と民の役割分

担の見直しによる民間部門の最大限の活用の推進及び適正なモニタリング体制の構築等 

（２）「再構築する」

・行政としての役割を確実に果たすことのできる体制づくりや、効率化が可能な分野での委託化等による

組織の最適化などによる、「ムリ・ムダ・ムラ」を排除した、簡素で効率的・効果的な、活力ある市役所

の構築 

・社会経済環境の変化などに対応した市民サービスの再構築や財源確保策の強化、出資法人の経営改善な

どの取組による、多様化・増大化する市民ニーズや地域課題に的確かつ迅速に対応できる、持続可能な

行財政運営の基盤づくりの推進 

（３）「育て、チャレンジする」

・計画的な人材育成や職員の意識改革、前例や固定観念に捉われることなく、日常的に改善・改革を実践

する組織風土の醸成などの取組による、市役所内部の質的改革の推進 

・多様な人材が活躍できる職場づくりに向けた、生産性の向上や管理職のマネジメント力の強化等を図る

ことによる、長時間勤務の是正、女性活躍推進などの働き方・仕事の進め方改革の推進 

６ 策定に向けた検討・推進体制 

（１）全庁的な検討・推進体制 

・市長を本部長とする川崎市行財政改革推進本部における、各局区等の課題の調整や情報の共有を図りな
がらの全庁的な方向性の決定・進行管理 

（２）各局区等の検討・推進体制
・局区長のリーダーシップのもと、各局区等の行財政改革推進本部における、改革課題の調整、とりまと
め、進行管理等 

・各職場の職員一人ひとりのアイデアを基本とする職場起点の改革の取組を推進するための、管理職が中
心となった、若手・中堅職員の意見の集約による、職場内での十分な議論等を行いながらの策定作業 

７ スケジュール概要 

当面、以下のスケジュールに基づき、行財政改革第２期プログラムの策定に向けた取組を推進しますが、今
後の策定作業を進める中で、適宜、的確な対応を図ります。 

平成 29 年 ４月中旬 行財政改革第２期プログラム策定方針の公表 

 ５月中旬 スプリングレビュー 

 ７月下旬 サマーレビュー 

 ８月下旬 行財政改革第２期プログラム「（仮）基本的な考え方」策定・公表 

 11 月下旬 オータムレビュー 

行財政改革第２期プログラム「素案」策定・公表 

 12 月中 市民説明会、パブリックコメント手続の実施 

平成 30 年 ２月上旬 行財政改革第２期プログラム（案）策定・公表 

 ３月下旬 行財政改革第２期プログラム策定・公表 


